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令和６年１月石川県能登地方を震源とする地震による被害状

況等について 
 

 令和７年３月 11 日(火) 14:00 現在 

  環境省       

 

 環境省関連の被害状況及び対応状況については、以下のとおり。 

 

１．対応状況  

 

【省全体関係】 

 ・環境省災害情報連絡室を設置（１月１日） 

 ・環境省特定災害対策本部を設置（１月１日） 

 ・環境省非常災害対策本部を設置（１月１日） 

 ・中部地方環境事務所災害対策本部を設置（１月２日） 

 ・第１回中部地方環境事務所災害対策本部会議を開催（1 月 2 日） 

 ・第１回環境省非常災害対策本部を開催（１月３日） 

 ・第２回環境省非常災害対策本部を開催（１月４日） 

 ・国定環境大臣政務官が新潟県燕市の廃棄物焼却施設の状況について現地確認等を実施

（１月４日） 

 ・第３回環境省非常災害対策本部を開催（１月５日） 

 ・第４回環境省非常災害対策本部を開催（１月８日） 

 ・第５回環境省非常災害対策本部を開催（１月９日） 

 ・第６回環境省非常災害対策本部を開催（１月 12 日） 

 ・第７回環境省非常災害対策本部を開催（１月 19 日） 

 ・第８回環境省非常災害対策本部を開催（１月 26 日） 

 ・伊藤環境大臣が石川県の環境関連施設の状況等について現地確認等を実施（１月 27 日） 

 ・国定環境大臣政務官が石川県の災害廃棄物対応の状況等について現地確認等を実施（5 月

18 日） 

 ・朝日環境大臣政務官が石川県のトキと共生する里地づくり取組推進地域及び能登半島国

定公園について現地確認等を実施。（7 月 16 日） 

 ・伊藤環境大臣が石川県の災害廃棄物対応の状況等について現地確認等を実施。石川県と

連名で「公費解体の加速化に向けた対応方針」を策定・公表。（7 月 22 日） 

 ・浅尾環境大臣が石川県の災害廃棄物対応の状況等について現地確認等を実施。（10 月 31

日） 

 ・勝目環境大臣政務官が石川県の災害廃棄物対応の状況等について現地確認等を実施。（11

月 25 日） 

 

 

【災害廃棄物関係】 

・災害廃棄物対策室から北海道地方環境事務所、東北地方環境事務所、関東地方環境事務

所、中部地方環境事務所、近畿地方環境事務所、中国四国地方環境事務所、九州地方環境

事務所へ被害情報の収集を指示（１月１日） 
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・災害廃棄物処理に関して以下の事務連絡を北海道、青森県、秋田県、山形県、新潟県、富

山県、石川県、福井県、京都府、兵庫県、鳥取県、島根県、山口県、福岡県、佐賀県、長

崎県に発出（１月１日） 

 令和６年 1 月石川県能登地方を震源とする地震により発生した災害廃棄物の処理に係る

仮置場の確保と災害廃棄物の分別の徹底について（周知） 

 災害廃棄物の処理等に係る補助制度の円滑な活用について 

 災害廃棄物の撤去等に係るボランティアとの連携について 

・災害廃棄物処理に関して以下の事務連絡を石川県、新潟県、富山県、福井県に発出（１月 

 ３日） 

 災害廃棄物の害虫及び悪臭への対策について  

 被災した業務用冷凍空調機器のフロン類対策について 

 廃石綿等、感染性廃棄物や PCB 廃棄物が混入した災害廃棄物について 

 災害廃棄物の処理等に係る石綿飛散防止対策について  

 被災した自動車の処理について 

 被災した家電リサイクル法対象品目の処理について 

 被災した太陽光発電設備の保管等について 

 被災したパソコンの処理について 

・災害廃棄物処理に関して以下の事務連絡を石川県、新潟県、富山県、福井県に発出（１月 

 ４日） 

 地震により被害の生じた建築物等の建設リサイクル法上の取扱いについて 

・災害廃棄物処理に関して以下の事務連絡を石川県、新潟県、富山県に発出（１月 11 日） 

 災害廃棄物の処理に係る仮置場の安全対策の徹底について 

 令和６年能登半島地震に係る災害廃棄物処理事業の補助対象拡充について（周知） 

 令和６年能登半島地震に係る災害等廃棄物処理事業において、既に所有者等によって全

壊・半壊家屋や宅地内土砂混じりがれきの撤去を行った場合の費用償還に関する手続き

について（周知） 

・災害廃棄物処理に関して以下の事務連絡を石川県、新潟県、富山県に発出（１月 26 日） 

 農林水産省、環境省の連携による農業用ハウス等に関する留意事項 

・災害廃棄物処理に関して以下の事務連絡を全都道府県に発出（１月 29 日） 

 令和６年能登半島地震により損壊した所有者不明家屋の解体について（周知） 

 公費解体・撤去マニュアルの策定について（周知） 

・災害廃棄物処理に関して以下の事務連絡を石川県、新潟県、富山県に発出（２月２日） 

 「所有者不明建物管理制度」の活用に係る市町村職員向け相談窓口の設置について（周

知） 

・災害廃棄物処理に関して以下の事務連絡を石川県、新潟県、富山県に発出（３月 22 日） 

 「公費解体・撤去マニュアル」の補足（一部解体の補助対象）について（周知） 

・災害廃棄物処理に関して以下の事務連絡を全都道府県に発出（３月 26 日） 

 公費解体・撤去マニュアルの改訂について（周知） 

・災害廃棄物処理に関して以下の事務連絡を石川県、新潟県、富山県に発出（３月 29 日） 

 「所有者不明建物管理制度」の活用等に係る市町村職員向け相談窓口について（周知） 

・災害廃棄物処理に関して以下の事務連絡を石川県、新潟県、富山県に発出（４月１日） 

 公費解体の円滑な実施に係る関係部局間の連携について（周知） 
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・災害廃棄物処理に関して以下の事務連絡を石川県に発出（４月２日） 

 令和６年度能登半島地震における小型漁船の処分に関する留意事項（周知） 

・災害廃棄物処理に関して以下の事務連絡を石川県、新潟県、富山県に発出（４月 15 日） 

 令和６年能登半島地震により損壊した家屋等の解体に係る所有者不明建物管理制度の活

用について（周知） 

・災害廃棄物処理に関して以下の事務連絡を全都道府県に発出（４月 15 日） 

 「公費解体・撤去マニュアル」の改訂について（周知） 

・災害廃棄物処理に関して以下の事務連絡を全都道府県に発出（４月 23 日） 

 公費解体における一部解体の補助対象について（周知） 

・災害廃棄物処理に関して以下の事務連絡を石川県、新潟県、富山県、福井県に発出（５ 

月 28 日） 

 令和６年能登半島地震によって損壊した家屋等に係る公費解体・撤去に関する申請手続

き等の円滑な実施について 

・災害廃棄物処理に関して以下の事務連絡を全都道府県に発出（６月５日） 

 「公費解体・撤去マニュアル」の改訂について（周知） 

・災害廃棄物処理に関して以下の事務連絡を全都道府県に発出（８月 26 日） 
 「自費解体（解体費用の立替えと払戻し）の手引き」について（周知） 

・災害廃棄物処理に関して以下の事務連絡を全都道府県に発出（10 月 25 日） 
 自費解体（費用償還）におけるマニフェストについて（周知）  

・災害廃棄物処理に関して以下の事務連絡を全都道府県に発出（10 月 28 日） 

 堆積土砂排除事業（国土交通省所管）及び災害等廃棄物処理事業（環境省所管）が 

連携する場合においての国庫補助申請に当たっての留意事項（一部改正） 

 

 

・本省及び中部、関東、北海道、東北、福島、近畿、中国四国、九州地方環境事務所職員の

べ 7,184 人日を被災自治体に派遣し、現場の状況確認及び必要な助言等を実施。 

日付 自治体名 

１月 

新潟県 新潟市、燕市、上越市 

富山県 富山市、高岡市、氷見市、射水市 

石川県 

石川県庁、七尾市、小松市、輪島市、珠洲市、加賀市、

羽咋市、かほく市、白山市、能美市、野々市市、川北

町、津幡町、内灘町、志賀町、宝達志水町、中能登町、

穴水町、能登町 

２月 

新潟県 新潟市 

富山県 富山市、高岡市、氷見市 

石川県 
石川県庁、七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、穴水町、

能登町、内灘町 

３月 

富山県 高岡市、射水市、氷見市、小矢部市、富山市 

石川県 
石川県庁、七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、穴水町、

能登町 

４月 富山県 富山市 

４月 石川県 石川県庁、七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、穴水町、
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能登町 

５月 
新潟県 新潟市 

富山県 富山市 

５月 石川県 
石川県庁、七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、穴水町、

能登町 

６月 石川県 
石川県庁、七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、穴水町、

能登町 

７月 石川県 
石川県庁、七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、穴水町、

能登町 

８月 石川県 
石川県庁、七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、穴水町、

能登町 

９月 石川県 
石川県庁、七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、穴水町、

能登町 

10 月 石川県 石川県庁、輪島市、珠洲市 

11 月 石川県 石川県庁、輪島市 

12 月～令和

７年３月 10

日 

石川県 

石川県庁 

   

 ※１月５日から志賀町、輪島市、穴水町、珠洲市、能登町、１月８日から七尾市におい  

  て、それぞれ常駐による支援を開始。 

  穴水町、能登町については５月 30 日から、志賀町、七尾市については６月 29 日から、 

  珠洲市については 10 月 14 日から、輪島市については 11 月 26 日から、巡回による支援 

に移行。 

 

・現地災害対策本部に以下の職員を派遣  

派遣先 派遣開始日 派遣者 のべ人日 

石川県庁 １月２日～６月 30

日 

本省指定職級、管理職

級、職員、参与 

508 人日 

 

・大規模災害時廃棄物対策中部ブロック協議会「大規模災害発生時における災害廃棄物対策

行動計画」等に則り、以下の自治体が被災自治体に対して支援を実施。 

被災自治体 支援自治体 日付 

富山県高岡市 

神奈川県横須賀市、山梨県甲府市、千葉県松戸

市、千葉県船橋市、埼玉県、埼玉県さいたま市、

埼玉県所沢市、埼玉県新座市、神奈川県小田原

市、神奈川県相模原市、茨城県土浦市、山梨県山

梨市、栃木県上三川町、茨城県東海村、茨城県神

栖市 

３月４日～ 

５月 31 日 

富山県氷見市 

茨城県常陸大宮市、茨城県つくば市、茨城県つく

ばみらい市、茨城県水戸市、群馬県館林市、群馬

県前橋市 

３月４日～ 

３月 31 日 
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富山県射水市 
茨城県日立市、新潟県小千谷市、栃木県宇都宮

市、埼玉県所沢市 

３月４日～ 

３月 29 日 

 

石川県七尾市 

青森県青森市、秋田県、福島県、茨城県、茨城県

笠間市、茨城県水戸市、栃木県那須塩原市、埼玉

県、埼玉県さいたま市、千葉県旭市、千葉県市原

市、千葉県船橋市、千葉県松戸市、茨城県取手

市、山梨県甲府市、長野県松本市、長野県伊那

市、静岡県伊豆の国市、静岡県伊豆市、静岡県藤

枝市、静岡県静岡市、静岡県菊川市、静岡県富士

宮市、愛知県武豊町、静岡県袋井市、静岡県磐田

市、愛知県名古屋市、京都府福知山市、京都府綾

部市、兵庫県明石市、兵庫県加西市、兵庫県加古

川市、和歌山県、島根県、香川県東かがわ市、福

岡県福岡市 

１月 13 日～６

月 29 日 

石川県輪島市 

北海道、北海道斜里町、北海道札幌市、北海道鹿

追町、北海道根室振興局、北海道千歳市、青森県

八戸市、岩手県八幡平市、岩手県奥州市、宮城県

仙台市、宮城県気仙沼市、山形県、福島県、茨城

県鉾田市、茨城県利根町、茨城県小美玉市、茨城

県日立市、茨城県水戸市、茨城県東海村、栃木県

栃木市、埼玉県、埼玉県川口市、東京都調布市、

神奈川県、長野県伊那市、長野県松本市、静岡県

菊川市、静岡県東伊豆町、岐阜県、岐阜県多治見

市、岐阜県垂井町、岐阜県大垣市、岐阜県大野

町、岐阜県養老町、岐阜県岐阜市、岐阜県神戸

町、岐阜県下呂市、岐阜県各務原市、岐阜県高山

市、岐阜県関市、岐阜県可児市、岐阜県白川町、

岐阜県飛騨市、岐阜県土岐市、岐阜県海津市、岐

阜県中津川市、岐阜県恵那市、愛知県、愛知県豊

橋市、愛知県岩倉市、愛知県春日井市、愛知県大

府市、愛知県犬山市、三重県津市、三重県東員

町、三重県菰野町、三重県四日市市、三重県鈴鹿

市、三重県南伊勢町、三重県亀山市、三重県いな

べ市、三重県志摩市、三重県多気町、三重県伊勢

市、三重県松阪市、三重県木曽岬町、三重県紀宝

町、滋賀県、滋賀県竜王町、滋賀県長浜市、滋賀

県日野町、京都府、京都府綾部市、大阪府堺市、

大阪府富田林市、和歌山県和歌山市、兵庫県加古

川市、兵庫県明石市、 島根県、島根県浜田市、

島根県益田市、島根県吉賀町、岡山県鏡野町、広

島県、広島県呉市、広島県広島市、広島県福山

市、香川県三豊市、香川県三木町、香川県まんの

う町、香川県観音寺市、愛媛県、愛媛県新居浜

２月 19 日～12

月 27 日 
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市、愛媛県大州市、愛媛県鬼北町、愛媛県西予

市、徳島県、徳島県美馬市、徳島県鳴門市、高知

県土佐町、福岡県、大分県中津市、宮崎県門川

町、鹿児島県日置市、沖縄県西原町 

石川県珠洲市 

北海道士幌町、北海道旭川市、北海道登別市、北

海道札幌市、北海道函館市、岩手県陸前高田市、

宮城県松島町、福島県福島市、福島県本宮市、福

島県田村市、茨城県、茨城県つくば市、茨城県日

立市、栃木県、栃木県鹿沼市、埼玉県、埼玉県所

沢市、埼玉県新座市、埼玉県ふじみ野市、埼玉県

川口市、千葉県、千葉県船橋市、千葉県佐倉市、

千葉県四街道市、神奈川県、山梨県北杜市、静岡

県浜松市、静岡県磐田市、静岡県富士宮市、岐阜

県養老町、岐阜県各務原市、愛知県、愛知県岩倉

市、愛知県田原市、愛知県阿久比町、愛知県豊橋

市、愛知県春日井市、愛知県犬山市、愛知県知多

市、愛知県一宮市、愛知県小牧市、愛知県岡崎

市、愛知県豊田市、愛知県東海市、愛知県半田

市、愛知県瀬戸市、愛知県江南市、愛知県稲沢

市、愛知県東浦町、滋賀県、滋賀県高島市、大阪

府、大阪府富田林市、大阪府堺市、兵庫県芦屋

市、鳥取県、岡山県岡山市、広島県福山市、香川

県、愛媛県松山市、福岡県、熊本県熊本市 

２月 19 日～12

月 27 日 

石川県羽咋市 
福岡県福岡市 ３月５日～ 

３月 15 日 

石川県内灘町 
兵庫県西宮市、和歌山県、和歌山県田辺市、長崎

県佐世保市、鹿児島県薩摩川内市 

３月５日～ 

３月 29 日 

石川県志賀町 

北海道安平町、北海道札幌市、岩手県陸前高田

市、宮城県柴田町、秋田県湯沢市、山形県河北

町、茨城県河内町、茨城県日立市、茨城県大洗

町、埼玉県川口市、埼玉県春日部市、千葉県四街

道市、千葉県佐倉市、東京都足立区、東京都日野

市、東京都国分寺市、東京都品川区、東京都町田

市、東京都小平市、東京都立川市、東京都渋谷

区、東京都調布市、東京都稲城市、東京都小平・

村山・大和衛生組合、東京都台東区、東京都豊島

区、東京都江東区、山梨県韮崎市、長野県千曲

市、長野県白馬村、長野県岡谷市、長野県飯田

市、長野県中野市、長野県松本市、長野県長野

２月 19 日～５

月 31 日 
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市、長野県伊那市、長野県栄村、長野県上田市、

長野県湖周組合、岐阜県関市、岐阜県養老町、岐

阜県岐阜市、岐阜県瑞穂市、岐阜県各務原市、岐

阜県関ケ原町、岐阜県北方町、静岡県函南町、静

岡県沼津市、静岡県富士市、静岡県掛川市、静岡

県三島市、愛知県岩倉市、大阪府富田林市、鳥取

県、岡山県新見市、広島県坂町、愛媛県西予市、

福岡県北九州市、長崎県長崎市、鹿児島県指宿

市、鹿児島県出水市 

石川県 

宝達志水町 

鹿児島県 ３月６日～ 

３月 29 日 

石川県 

中能登町 

青森県八戸市、鹿児島県 ３月 13 日～ 

３月 29 日 

石川県穴水町 

北海道函館市、北海道美唄市、岩手県田野畑村、

福島県南相馬市、茨城県利根町、茨城県美浦村、

埼玉県ふじみ野市、神奈川県、長野県小諸市、長

野県長野市、長野県松本市、長野県木島平村、長

野県須坂市、岐阜県大垣市、岐阜県高山市、岐阜

県各務原市、岐阜県安八町、愛知県稲沢市、愛知

県小牧市、愛知県知多市、静岡県川根本町、滋賀

県、滋賀県草津市、滋賀県甲賀市、滋賀県東近江

市、滋賀県高島市、滋賀県守山市、滋賀県長浜

市、兵庫県豊岡市、奈良県王寺町、香川県、香川

県善通寺市、福岡県北九州市、熊本県熊本市 

２月 19 日～７

月 26 日 

石川県能登町 

北海道士幌町、秋田県秋田市、青森県弘前市、福

島県須賀川市、茨城県取手市、茨城県日立市、茨

城県水戸市、茨城県つくばみらい市、栃木県佐野

市、埼玉県、千葉県、千葉県富里市、千葉県船橋

市、千葉県市原市、岐阜県大垣市、岐阜県瑞浪

市、岐阜県飛騨市、岐阜県羽島市、岐阜県各務原

市、岐阜県神戸町、岐阜県土岐市、岐阜県本巣

市、岐阜県下呂市、岐阜県多治見市、愛知県阿久

比町、愛知県半田市、愛知県田原市、和歌山県新

宮市 

２月 26 日～６

月 28 日 

 

・災害廃棄物処理支援員制度（人材バンク）により、以下の自治体の支援員 91 名、補佐職員

78 名が被災自治体に対して支援を実施。 

被災自治体 支援自治体 日付 

富山県（県庁） 千葉県館山市 
１月 30 日～ 

２月９日   

富山県富山市 千葉県館山市 
２月５日～ 

２月９日 

富山県氷見市 
千葉県館山市 １月 30 日～ 

２月９日 
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富山県高岡市 
千葉県館山市 １月 31 日～ 

２月９日 

富山県小矢部市 
千葉県館山市 ２月５日～ 

２月９日 

富山県射水市 
千葉県館山市 ２月５日～ 

２月９日 

石川県（県庁） 
宮城県仙台市、神奈川県横浜市、熊本県 １月 23 日～８

月 30 日  

石川県七尾市 

岩手県、東京都練馬区、島根県、島根県出雲

市、島根県松江市、岡山県倉敷市、広島県、

熊本県西原村 

１月６日～６

月 14 日 

  

石川県輪島市 

北海道函館市、岩手県、宮城県仙台市、宮城

県大崎市、秋田県秋田市、福島県郡山市、福

島県いわき市、栃木県、埼玉県川越市、神奈

川県横浜市、山梨県、静岡県静岡市、岡山県

倉敷市、広島県坂町、福岡県大牟田市、熊本

県西原村、熊本県熊本市 

１月９日～９

月 21 日 

石川県珠洲市 

宮城県石巻市、長野県長野市、千葉県、神奈

川県横浜市、静岡県熱海市、岡山県倉敷市、

長崎県、熊本県八代市 

１月５日～10

月 29 日 

石川県志賀町 

北海道安平町、宮城県仙台市、埼玉県東松山

市、東京都、東京都八王子市、山梨県、愛知

県豊川市、広島県三原市、愛媛県大洲市、熊

本県益城町 

１月 10 日～６

月１日 

石川県中能登町 
茨城県常総市 １月７日～１

月 13 日  

石川県穴水町 
宮城県仙台市、熊本県西原村、熊本県熊本市 １月 10 日～７

月４日 

石川県能登町 

北海道厚真町、宮城県、宮城県東松島市、福

島県本宮市、東京都、東京都八王子市、愛知

県豊川市、広島県、広島県坂町、熊本県菊池

市、熊本県益城町 

１月６日～５

月９日 

 

・ D.Waste-Net（災害廃棄物処理支援ネットワーク）へ支援を依頼し、専門家をのべ 1,173

人日、収集運搬車両 85 台派遣。 

日付 派遣先 派遣団体 

１月６日～

６月 28 日 

金沢市、七尾市、輪島市、珠洲

市、羽咋市、かほく市、津幡

町、内灘町、志賀町、宝達志水

町、中能登町、穴水町、能登町 

持続可能社会推進コンサルタント

協会 

１月７日～

１月 10 日 
金沢市 におい・かおり環境協会 
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１月９日～

１月 27 日、

２月１日～

３月２日 

金沢市、七尾市、珠洲市、羽咋

市、内灘町、志賀町、宝達志水

町、中能登町 

日本環境衛生センター 

１月５日～

８月 30 日 

金沢市、七尾市、輪島市、珠洲

市、羽咋市、志賀町、中能登

町、穴水町、能登町 

全国都市清掃会議 

（仙台市、さいたま市、千葉市、

新宿区、北区、練馬区、横浜市、

川崎市、相模原市、新潟市、富山

市、金沢市、岐阜市、静岡市、浜

松市、名古屋市、豊橋市、岡崎

市、豊田市、京都市、宇治市、八

幡市、大阪市、豊中市、枚方市、

八尾市、東大阪市、神戸市、奈良

市、岡山市、広島市、高松市、松

山市、熊本市） 

１月 22 日～

２月 17 日 
金沢市、輪島市、穴水町 全国清掃事業連合会 

 

 

【し尿処理関係】 

・被災により稼働停止となっていたし尿処理施設５施設（能登町、中能登町、羽咋市、七尾

市、穴水町）が復旧し、２施設（珠洲市、輪島市）が仮復旧し、し尿処理を実施中。  

・珠洲市、輪島市の処理施設については、仮復旧(仮設配管敷設、処理フロー変更等)のた

め、本復旧に向けた検討を継続する。  

 

【浄化槽関係】 

・石川県内の住民からの浄化槽の復旧に係る相談窓口を一元化するためのコールセンターを 

 開設し、２月16日から受付を開始。 

 

【大気汚染・水質汚染関係】 

・震度５弱以上の県及び大気汚染防止法及び水質汚濁防止法の政令市(石川県、富山県、福井

県、新潟県、長野県、岐阜県、金沢市、富山市、福井市、新潟市、長野市）に対し、大気環

境に影響をもたらす事象や水質汚濁事故の発生状況について電子メールにて情報提供を依

頼（１月１日） 

・石川県に対し、大気・水環境に影響をもたらす事案の発生状況について電子メールにて情報

提供を依頼（６月３日） 

 

 

【大気環境中放射線モニタリング】 

・大気環境中放射線モニタリングの測定頻度を通常モード（１時間間隔）から緊急モード（２

分間隔）に変更（１月１日１８時４５分）。 

・大気環境中放射線モニタリングの測定頻度を緊急モード（２分間隔）から通常モード（１時

間間隔）に戻し監視を継続（１月２日１０時５０分） 

・測定値の異常なし（１月６日 11 時現在） 
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【石綿飛散防止対策】 

・石綿飛散防止対策に関して以下の通知を新潟県、富山県、石川県、福井県、新潟市、富山 市、

金沢市、福井市 に発出（１月 23 日） 

 石綿等が吹き付けられた建築物等からの石綿等の飛散及びばく露防止対策の徹底につい

て（通知） 

・石綿飛散防止対策に関して以下の事務連絡を石川県に発出（２月２日） 

 災害時の建築物解体等における石綿飛散防止対策について（周知） 

・石綿飛散防止対策に関して以下の事務連絡を都道府県等に発出（２月 21 日） 

 「災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル」の概要版等の作成について 

・被災建物のアスベスト露出状況調査を実施（２月 28 日、29 日、３月１日） 

・アスベスト大気濃度調査を実施（３月７日、８日、10 日、13 日） 

・公費解体に係る石綿飛散防止対策研修会（共催：石川県）を実施（５月 28 日） 

・アスベスト大気濃度調査（第２次）を実施（５月 23 日、24 日、29 日、30 日、31 日）  

・被災地に専門家を派遣し、石綿飛散防止対策について助言（８月８日） 

 

 

【動物愛護管理関係】 

・動物愛護管理室から新潟県、富山県、石川県、福井県、新潟市、富山市、金沢市、福井市に

対し、被災状況について電子メールにて下記の情報提供を依頼（１月２日）。 
  ①動物収容施設の被災状況 

②特定動物の逸走の有無 
③ペットの同行避難の状況等 ※避難所などで特に問題が生じている場合 

・以下の団体と今後の支援等の実施に関する情報共有の場を設置（１月５日） 
  日本獣医師会、ペットフード協会、ペット用品工業会、日本動物愛玩協会、 

日本動物愛護協会、日本動物福祉協会、日本ペットサロン協会、全国ペット協会、 
全国ペットフード・用品卸商協会 

・石川県に職員を派遣し、現場の状況確認等を行った（１月６～９日、12～14 日、18～20

日）。金沢市、能登半島に職員等を各２名程度常駐させ、引き続き、必要な助言・調整、石

川県庁・能登中部保健福祉センター・能登北部福祉センターの業務支援等を実施（1 月 22

日～４月 22 日）。 

・石川県が被災者向けペットの相談窓口を設置（１月７日） 

・石川県獣医師会が「令和６年能登半島地震動物対策本部」を設置（１月８日） 

・新潟県・富山県に職員を派遣し、現場の状況確認等及び必要な助言等を実施（１月 10～11

日）。 

・「仮設住宅等へのペット同居」について環境省から石川県に依頼（１月 11 日）。石川県から

各市町に依頼（１月 17 日）。被災各市町がペット受入の方針であることを確認。 

・石川県獣医師会（令和６年能登半島地震動物対策本部）が所有者の依頼に応じたペットの

無料一時預かりを実施（１月 15 日～３月 31 日）。 

・ケージ、フード等の支援について、石川県、日本獣医師会、ペット災害支援協議会等と連

携し、市町の物流拠点・避難所にプッシュ型・プル型で石川県や環境省が運搬して支援

（１月 18 日～） 
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・関係団体と連携し、トレーラーハウスの設置による飼育スペースの確保 

 （石川県：1.5 次避難所（１月 21 日）、 

  環境省：志賀町避難所（１月 29 日）、珠洲市避難所（２月 12 日）） 

・石川県獣医師会が巡回診療を開始（１月 28 日） 

・石川県実施の所有者とはぐれた犬猫等の保護収容の支援として、県保健所の収容力確保の

ための広域譲渡を開始（２月６日～３月７日） 

・環境省が民間企業に依頼し、犬猫保護情報サイトを開設（２月９日） 

・動物愛護管理室から石川県に対し、被災状況について電子メールにて下記の情報提供を依頼。

（６月３日） 

①動物収容施設の被災状況 

②特定動物の逸走の有無 

③ペットの同行避難の状況等 ※避難所などで特に問題が生じている場合 

 

 

【公費負担医療関係】 
・「手帳の提示なしでも療養の給付等が可能となる」旨の事務連絡の発出に向け調整中。 

（１月２日０時） 

・「手帳の提示なしでも療養の給付等が可能となる」旨の事務連絡の発出。（１月４日 16 時頃） 

①全都道府県 

②日本病院会、全日本病院協会、日本医療法人協会、日本精神科病院協会、日本看護協会に

１と同じタイミングで送付。 

③日本医師会、日本薬剤師会に事務連絡を送付。（１月５日 10 時） 

 

 

【熱中症関連】 

・６/26 に「今夏の災害発生時における熱中症対策について」事務連絡を発出 

 

 

 

２．被害状況等  

【廃棄物処理施設関係】 

（石川県） 

・し尿処理施設７施設が被災し、５施設が復旧、２施設が仮復旧により稼働中。 

・焼却施設など５施設が被災、全て復旧済み。 

・最終処分場５施設が被災し、３施設が復旧、１施設が仮復旧により稼働中。 

（新潟県） 

・焼却施設３施設すべて復旧。 

県

名 

自治体名 施設名 稼働状況 被害状況 対応状況 課題 

石

川

県 

珠洲市 し尿処理

施設 

稼働停止

→仮復旧 

電気系統故

障 

本復旧に向けた

検討中 

 

 

最終処分

場 

稼働停止 

 

法面崩落等   
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能登町 し尿処理

施設 

稼働停止 

→復旧済

み 

   

最終処分

場 

稼働停止

→復旧済

み 

外構・水処

理施設損傷 

  

奥能登ク

リーン組

合 

焼却施設 稼働停止 

→復旧済

み 

   

資源化施

設 

稼働停止 

→復旧済

み 

設備機器

（多数）に

被害 

  

七尾市 焼却施設 稼働停止

→復旧済

み   

   

し尿処理

施設 

稼働停止

→復旧済

み 

   

最終処分

場 

稼働停止

→復旧済

み 

構内道路崩

落 

  

輪島市 し尿処理

施設 

稼働停止

→仮復旧 

   

最終処分

場 

稼働停止

→仮復旧 

崖崩れ   

輪島市穴

水町環境

衛生施設

組合（輪

島市） 

 

焼却施設 稼働停止

→復旧済

み 

   

最終処分

場 

稼働停止

→復旧済

み 

浸出水処理

設備配管破

損等 

  

穴水町 し尿処理

施設 

稼働停止 

→復旧済

み 

   

中能登町 し尿処理

施設 

稼働停止 

→復旧済

み 

   

羽咋郡市

広域圏事

務組合

（羽咋

市） 

し尿処理

施設 

稼働停止

→復旧済

み 

   

RDF 製造施

設 

稼働停止 

→復旧済

み 
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新

潟

県 

新潟市 焼却施設 稼働停止

→復旧済

み 

   

燕・弥彦

総合事務

組合（燕

市・弥彦

村） 

焼却施設 稼働停止 

→復旧済

み 

   

小千谷市 焼却施設 一時稼働

停止→復

旧済み 

   

（表に記載した自治体以外の被害の有無も含め、継続して情報収集中。） 

 

 

【災害廃棄物等関係】 

（石川県） 

・６市６町において災害廃棄物の仮置場を設置し、被災家屋の片づけごみ等を搬入。 

（富山県） 

・６市１町において災害廃棄物の仮置場を設置し、被災家屋の片づけごみ等を搬入。 

（新潟県） 

・11 市１村において災害廃棄物の仮置場等を設置（市町村焼却施設又は処分業者へ直接持ち

込みを含む）し、被災家屋の片づけごみ等を搬入。 

県名 自治体名 仮置場の設置状況 

石川県 

金沢市 １月４日から 

七尾市 １月 12 日から 

小松市 １月４日から（９月 30 日受付終了） 

輪島市 ２月１日から 

珠洲市 ２月１日から 

羽咋市※ １月 12 日から 

かほく市 ５月 13 日から 

内灘町 １月 22 日から 

志賀町 １月 17 日から 

宝達志水町 １月 14 日から 

中能登町 １月 20 日から 

穴水町 １月 18 日から 

能登町 ２月５日から 

富山県 

高岡市 １月３日から 

氷見市 １月４日から 

砺波市 １月９日から（１月 31 日受付終了） 

小矢部市 １月 13 日から 

南砺市 １月６日から（１月 31 日受付終了） 

射水市 １月４日から 

上市町 １月４日から（１月 21 日受付終了） 
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新潟県 

新潟市 １月３日から 

長岡市 １月９日から（１月 31 日受付終了） 

三条市 １月５日から（１月 31 日受付終了） 

柏崎市 １月 11 日から（３月 30 日受付終了） 

見附市 １月 10 日から（１月 31 日受付終了） 

燕市 １月５日から（４月 26 日受付終了） 

糸魚川市 １月８日から（１月 21 日受付終了） 

妙高市 １月５日から（１月 19 日受付終了） 

五泉市 １月５日から（６月 28 日受付終了） 

上越市 １月５日から 

佐渡市 １月９日から（４月 26 日受付終了） 

刈羽村 １月 11 日から（３月 30 日受付終了） 

（表に記載した自治体以外についても順次仮置場の設置を予定しており、継続して情報収集

中。）※羽咋市では片付けごみの戸別収集を実施。 

 

 

【国立公園関係】 

・白山国立公園については、４月 24 日（水）時点で、直轄施設含めて主立った被害は把握して

いない。未確認の山岳エリアに関しては、今後、随時確認予定。  

・中部山岳国立公園について、現在（４月 24 日（水）11 時時点）把握している情報は以下の

通り 

   東鐘釣山からの落石による橋梁（民間の公園事業施設）複数箇所破損あり  

 復旧予定：４月上旬より対策工事に係る現地事前調査開始、復旧（公園事業の再開）が 10

月１日以降となる見込み。 

 

 

【動物愛護管理関係】 

現在までに把握している情報は以下のとおり。 

①動物収容施設の被災状況 

②特定動物の逸走の有無 

③ペットの同行避難の状況等 ※避難所などで特に問題が生じている場合 

・石川県  

  ①保健所等施設の被災状況は県公表情報のとおり。 

  ②逸走は確認されていない。 

  ③避難所内や車中泊などさまざまな飼養形態があるという情報を把握。 

・新潟県、新潟市、富山県、富山市、金沢市 

①被害は確認されていない。 

②逸走は確認されていない。 

③問題は生じていない。 

 

 

【野生施設関係】 

  ①佐渡トキ保護センター 
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   1/5 に詳細調査を行った結果、塗装の剥離、ケージのネットのほつれ、切断による緩 

   みあり。 

  ②佐渡トキ保護センター野生復帰ステーション  

   1/5 に詳細調査を行った結果、基礎のコンクリートにクラック多数、扉、監視カメラ 

   の不具合、埋設管の破損による給餌装置の不具合、集水井戸の漏水、ケージのネット 

   の緩みあり。 

   一般供用のトキのテラス、観察棟、トイレ、駐車場については点検の結果、安全が確 

   認されたため利用を再開。 

  ③佐潟水鳥・湿地センター 被害なし。観察施設（潟見鳥）について現調を実施したと 

   ころ、建物の耐震に問題があることを確認したため 17 日時点で利用を中止。 

  ④福島潟観察施設（雁晴れ舎）、１級鳥類観測ステーション 共に被害無し。 

 

 

・今後は、適宜、原子力規制委員会緊急時情報ホームページ（https://kinkyu.nra.go.jp）か

ら情報を得るよう連絡あり。 

 

 

 

 

以上 


